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＊ 平成 18 年度は、平成 18年 10 月 1日の榛名町との合併に伴い、榛名町・高崎市及び榛
名町衛生施設組合・榛名町及び高崎市火葬場組合を 1 つの普通会計としてとらえていま
す。また、平成 17 年度についても、比較のための資料として、同様に 1つの普通会計と
仮定して試算した数値を使用しています。 

 



（単位：千円）

       借      方            貸     方

【資産の部】 【負債の部】

 1．有形固定資産  1．固定負債

 (1)総務費 48,238,108

 (2)民生費 15,204,994  (1)市債 105,538,603

 (3)衛生費 16,934,926

 (4)労働費 1,561,076  (2)債務負担行為

 (5)農林水産業費 17,003,932   ①物件の購入等 330,004

 (6)商工費 2,692,829    ②債務保証または損失補償 494,968

 (7)土木費 202,605,434 債務負担行為計 824,972

 (8)消防費 3,834,250

 (9)教育費 118,070,261  (3)退職給与引当金 22,538,710

 (10)その他 139,513

計 426,285,323    固定負債合計 128,902,285

(うち土地） 127,342,207

有形固定資産合計 426,285,323  2．流動負債

 2．投資等  (1)翌年度償還予定額 10,088,492

 (1)投資及び出資金 2,367,202

 (2)貸付金 1,755,692  (2)翌年度繰上充用金 0

 (3)基金

  ①特定目的基金 12,751,568    流動負債合計 10,088,492

  ②土地開発基金 2,771,879

  ③定額運用基金 33,000  負 債 合 計 138,990,777

    基  金  計 15,556,447

 投資等合計 19,679,341

 3．流動資産 【正味資産の部】

 (1)現金・預金

  ①財政調整基金 6,933,768  1．国庫支出金 65,360,489

  ②減債基金 2,119,655

  ③歳計現金 4,438,005  2．県支出金 15,819,783

   現金・預金計 13,491,428

 (2)未収金  3．一般財源等 245,100,931

  ①市税 4,950,440

  ②その他 865,448  正 味 資 産 合 計 326,281,203

    未収金計 5,815,888

 流動資産合計 19,307,316

 資 産 合 計 465,271,980  負債・正味資産合計 465,271,980

  ①物件の購入等に係るもの 3,813,930 千円
  ②債務保証または損失補償に係るもの 21,000,000 千円
  ③利子補給等に係るもの 63,848 千円

※その他の債務負担行為に関する情報

平成18年度末(平成19年3月31日現在）バランスシート
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（単位：円）

       借      方            貸     方

【資産の部】 【負債の部】

 1．有形固定資産  1．固定負債

 (1)総務費 139,675

 (2)民生費 44,027  (1)市債 305,590

 (3)衛生費 49,036

 (4)労働費 4,520  (2)債務負担行為

 (5)農林水産業費 49,235   ①物件の購入等 956

 (6)商工費 7,797    ②債務保証または損失補償 1,433

 (7)土木費 586,650 債務負担行為計 2,389

 (8)消防費 11,102

 (9)教育費 341,876  (3)退職給与引当金 65,261

 (10)その他 404

計 1,234,322    固定負債合計 373,240

(うち土地） 368,723

有形固定資産合計 1,234,322  2．流動負債

 2．投資等  (1)翌年度償還予定額 29,212

 (1)投資及び出資金 6,854

 (2)貸付金 5,084  (2)翌年度繰上充用金 0

 (3)基金

  ①特定目的基金 36,922    流動負債合計 29,212

  ②土地開発基金 8,026

  ③定額運用基金 96  負 債 合 計 402,452

    基  金  計 45,044

 投資等合計 56,982

 3．流動資産 【正味資産の部】

 (1)現金・預金

  ①財政調整基金 20,077  1．国庫支出金 189,253

  ②減債基金 6,138

  ③歳計現金 12,850  2．県支出金 45,807

   現金・預金計 39,065

 (2)未収金  3．一般財源等 709,697

  ①市税 14,334

  ②その他 2,506  正 味 資 産 合 計 944,757

    未収金計 16,840

 流動資産合計 55,905

 資 産 合 計 1,347,209  負債・正味資産合計 1,347,209

  ①物件の購入等に係るもの 11,043 円
  ②債務保証または損失補償に係るもの 60,806 円
  ③利子補給等に係るもの 185 円

※19年3月末人口  345,360 人

※その他の債務負担行為に関する情報

平成18年度末(平成19年3月31日現在）市民一人当たりバランスシート
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平成17年度・18年度バランスシート比較

        借      方
１７年度 １８年度 差引

【資産の部】
 1．有形固定資産
 (1)総務費 49,274,679 48,238,108 ▲ 1,036,571
 (2)民生費 15,529,741 15,204,994 ▲ 324,747
 (3)衛生費 17,958,382 16,934,926 ▲ 1,023,456
 (4)労働費 1,587,018 1,561,076 ▲ 25,942
 (5)農林水産業費 18,230,878 17,003,932 ▲ 1,226,946
 (6)商工費 2,365,938 2,692,829 326,891
 (7)土木費 203,157,226 202,605,434 ▲ 551,792
 (8)消防費 3,961,073 3,834,250 ▲ 126,823
 (9)教育費 118,001,532 118,070,261 68,729
 (10)その他 142,637 139,513 ▲ 3,124

計 430,209,104 426,285,323 ▲ 3,923,781
(うち土地） 125,340,013 127,342,207 2,002,194
有形固定資産合計 430,209,104 426,285,323 ▲ 3,923,781

 2．投資等
 (1)投資及び出資金 2,465,408 2,367,202 ▲ 98,206
 (2)貸付金 1,992,917 1,755,692 ▲ 237,225
 (3)基金
  ①特定目的基金 8,783,622 12,751,568 3,967,946
  ②土地開発基金 3,210,748 2,771,879 ▲ 438,869
  ③定額運用基金 34,000 33,000 ▲ 1,000
    基  金  計 12,028,370 15,556,447 3,528,077
 (4)退職手当組合積立金 343,099 ▲ 343,099

 投資等合計 16,829,794 19,679,341 2,849,547

 3．流動資産
 (1)現金・預金
  ①財政調整基金 8,180,259 6,933,768 ▲ 1,246,491
  ②減債基金 3,196,085 2,119,655 ▲ 1,076,430
  ③歳計現金 2,258,702 4,438,005 2,179,303

   現金・預金計 13,635,046 13,491,428 ▲ 143,618
 (2)未収金
  ①市税 4,794,523 4,950,440 155,917
  ②その他 794,649 865,448 70,799
    未収金計 5,589,172 5,815,888 226,716

 流動資産合計 19,224,218 19,307,316 83,098

 資 産 合 計 466,263,116 465,271,980 ▲ 991,136
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（単位：千円）
           貸     方

１７年度 １８年度 差引
【負債の部】

 1．固定負債

 (1)市債 103,789,395 105,538,603 1,749,208

 (2)債務負担行為
  ①物件の購入等 895,134 330,004 ▲ 565,130
  ②債務保証または損失補償 659,958 494,968 ▲ 164,990

債務負担行為計 1,555,092 824,972 ▲ 730,120

 (3)退職給与引当金 20,965,035 22,538,710 1,573,675

固定負債合計 126,309,522 128,902,285 2,592,763

 2．流動負債

 (1)翌年度償還予定額 9,996,744 10,088,492 91,748

 (2)翌年度繰上充用金 0 0 0

流動負債合計 9,996,744 10,088,492 91,748

 負 債 合 計 136,306,266 138,990,777 2,684,511

【正味資産の部】

 1．国庫支出金 65,586,521 65,360,489 ▲ 226,032

 2．県支出金 16,489,514 15,819,783 ▲ 669,731

 3．一般財源等 247,880,815 245,100,931 ▲ 2,779,884

 正 味 資 産 合 計 329,956,850 326,281,203 ▲ 3,675,647

 負債・正味資産合計 466,263,116 465,271,980 ▲ 991,136
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平成17年度・18年度市民一人当たりバランスシート比較

        借      方
１７年度 １８年度 差引

【資産の部】
 1．有形固定資産
 (1)総務費 143,295 139,675 ▲ 3,620
 (2)民生費 45,162 44,027 ▲ 1,135
 (3)衛生費 52,225 49,036 ▲ 3,189
 (4)労働費 4,615 4,520 ▲ 95
 (5)農林水産業費 53,017 49,235 ▲ 3,782
 (6)商工費 6,880 7,797 917
 (7)土木費 590,800 586,650 ▲ 4,150
 (8)消防費 11,519 11,102 ▲ 417
 (9)教育費 343,160 341,876 ▲ 1,284
 (10)その他 415 404 ▲ 11

計 1,251,088 1,234,322 ▲ 16,766
(うち土地） 364,500 368,723 4,223
有形固定資産合計 1,251,088 1,234,322 ▲ 16,766

 2．投資等
 (1)投資及び出資金 7,170 6,854 ▲ 316
 (2)貸付金 5,795 5,084 ▲ 711
 (3)基金
  ①特定目的基金 25,544 36,922 11,378
  ②土地開発基金 9,337 8,026 ▲ 1,311
  ③定額運用基金 99 96 ▲ 3
    基  金  計 34,980 45,044 10,064
 (4)退職手当組合積立金 997 ▲ 997

 投資等合計 48,942 56,982 8,040

 3．流動資産
 (1)現金・預金
  ①財政調整基金 23,789 20,077 ▲ 3,712
  ②減債基金 9,294 6,138 ▲ 3,156
  ③歳計現金 6,569 12,850 6,281

   現金・預金計 39,652 39,065 ▲ 587
 (2)未収金
  ①市税 13,943 14,334 391
  ②その他 2,311 2,506 195
    未収金計 16,254 16,840 586

 流動資産合計 55,906 55,905 ▲ 1

 資 産 合 計 1,355,936 1,347,209 ▲ 8,727
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（単位：円）
           貸     方

１７年度 １８年度 差引
【負債の部】

 1．固定負債

 (1)市債 301,829 305,590 3,761

 (2)債務負担行為
  ①物件の購入等 2,603 956 ▲ 1,647
  ②債務保証または損失補償 1,919 1,433 ▲ 486

債務負担行為計 4,522 2,389 ▲ 2,133

 (3)退職給与引当金 60,969 65,261 4,292

固定負債合計 367,320 373,240 5,920

 2．流動負債

 (1)翌年度償還予定額 29,071 29,212 141

 (2)翌年度繰上充用金 0 0 0

流動負債合計 29,071 29,212 141

 負 債 合 計 396,391 402,452 6,061

【正味資産の部】

 1．国庫支出金 190,732 189,253 ▲ 1,479

 2．県支出金 47,953 45,807 ▲ 2,146

 3．一般財源等 720,860 709,697 ▲ 11,163

 正 味 資 産 合 計 959,545 944,757 ▲ 14,788

 負債・正味資産合計 1,355,936 1,347,209 ▲ 8,727
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高崎市のバランスシート（貸借対照表） 

１．作成基準 
  このバランスシートは、平成 13 年 3 月に発表された総務省の｢地方公共団体
の総合的な財政分析に関する調査研究会報告書｣(以下「報告書」という)の基準
に基づき作成しています。 

２．作成上の基本的事項 
基礎数値  昭和 44 年度から平成 18 年度までの 38 年間の決算統計デ

ータを基礎数値として用いています。決算統計データを用い
ることにより、いずれの団体においても比較的簡易に、また
継続的にバランスシートを作成することが可能となりまし
た。 

対象年度  このバランスシートの対象年度は平成 18 年度です。すな
わち、平成 18 年 4 月 1 日から平成 19 年 3 月 31 日までです
が、平成 19 年 4 月 1 日から 5月 31 日までの出納整理期間の
出入金も含めています。 

バランスシート
における会計処
理及び表示 

 バランスシートにおける諸資産の減価償却等の会計処理、
及びバランスシートの表示方法は、総務省から示された｢報
告書｣に準拠しています。 

資産評価の方法  資産を評価する方法は、決算集計方式と台帳方式がありま
す。台帳方式は、民間企業や公営企業で採用されている方法
で、一般的なバランスシートを作成するときの方法です。一
方決算集計方式は決算数値の累計額により資産の額を把握
する方法で、個々の資産の内容は不明であり、台帳方式がよ
り詳細であるといえます。 
しかしながら、膨大な財産を抱える市行政において、民間

企業等と同水準の台帳を整備するには、かなりの時間とコス
トがかかるため、今回の報告書においては決算集計方式を採
用しており、不足する情報を｢主な施設｣の一覧表で補ってい
ます。 

資産の評価基準  資産はすべて取得原価主義（取得に必要とした実際の支出
額）で評価しています。 

有形固定資産の
減価償却 

 有形固定資産については年度経過により資産の価値が低
下することから、定額法により減価償却を行っています。耐
用年数は、地方公営企業法施行規則等を参考に設定されてお
り、参考資料の通りとなっています。 

一年基準  固定・流動の区分については、原則として一年基準を採用
しています。 
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３．バランスシートの内容 

  このバランスシートは「資金の源泉と使途を表す」ことを主眼として作成し
ています。 
  「借方」が使途を表しており、「資産」の種類により「有形固定資産」、「投資
等」、「流動資産」に分かれます。 
  「貸方」が資金の源泉を表しています。大きく「負債」と「正味資産」に区
分され、「負債」は「固定負債」と「流動負債」からなっています。「正味資産」
は「国庫支出金」、「県支出金」、「一般財源等」に分かれています。 
 
（1）資産の部 
 
  ア 有形固定資産 
       行政サービスの糧となるもので、目的ごとに区分し表示されています。 
     主なものが 14 ページの資料 2に載っています。 
       これまでの活用による損耗を減価償却により控除し、残存価額で表示し 
     ていますが、土地は損耗しない財産として減価償却を行いません。 
       また、民間への施設整備補助金のように、その効果が長期にわたるもの 
     であっても、財産の所有が市でないものは資産として計上していません。 
     なお、これらについては、15 ページの資料 3に記載しております。 
   
  イ 投資等 
       公営事業を営む財団法人などへの出資、住宅新築、都市整備などの促進 
     を目的とした貸付金、福祉や国際交流、土地開発などを目的とした基金が 
     主なものです。 
 
  ウ 流動資産 
       流動資産は現金・預金と未収金に区分されます。 
       現金・預金は財政調整基金、減債基金及び歳計現金で、これらの資産は 
     債務返済の用意（体力）のバロメーターとなるものです。この資産が多い 
     と、比較的体力があるといえます。 
       未収金は、今年度の市税や使用料等のうち、まだ収入されていない額を 
     示しています。なお繰越事業にかかる国庫（県）支出金、地方債は、履行

期限が到来していないので計上しておりません。 
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【参考資料】 
   耐用年数 

区分 耐用年数 区分 耐用年数 
1 総務費 
（1）庁舎等 
（2）その他 

 
50 
25 

2 民生費 
（1）保育所 
（2）その他 

 
30 
25 

3 衛生費 25 
4 労働費 25 

7 土木費 
（1）道路 
（2）橋りょう 
（3）河川 
（4）砂防 
（5）海岸保全 
（6）港湾 
（7）都市計画 
   ァ 街路 
   ィ 都市下水路 
   ゥ 区画整理 
   ェ 公園 
   ォ その他 
（8）住宅 
（9）空港 
（10）その他 

 
15 
60 
50 
50 
50 
50 
 
15 
20 
40 
40 
25 
40 
25 
25 

5 農林水産業費 
（1）造林 
（2）林道 
（3）治山 
（4）砂防 
（5）漁港 
（6）農業農村整備 
（7）海岸保全 
（8）その他 

 
25 
15 
30 
50 
50 
20 
50 
25 8 消防費 

（1）庁舎 
（2）その他 

 
50 
10 

9 教育費 50 

6 商工費 25 

10 その他 25 

 
（2）負債の部 
 
  ア 固定負債 
       固定負債は市債、債務負担行為及び退職給与引当金からなっています。 
       市債は平成 20 年度以降の償還見込額で、平成 19 年度償還見込額は流動 
     負債に計上されています。したがって平成18年度末の市債未償還残高は、 
     固定負債の市債の額と流動負債の翌年度償還予定額との合計額となりま     

す。 
       債務負担行為はすでに引き渡しを受けた物件ですが、支払いがまだ終了 
     していないものです。 
       退職給与引当金は退職手当分で、労働の後払いとして支払われるものと 
     解釈されます。毎年少しずつ増加する退職手当の要支給額を発生コストと 
     考え、また、その累積額を未払金と認識し引当金として負債に計上するも 
     のです。 
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イ 流動負債 
       市債のうちの翌年度償還予定額並びに翌年度繰上充用金ですが、本市 
     においては翌年度繰上充用金はありません。 
 
（3）正味資産の部 
      国庫支出金、県支出金は、市が有形固定資産を取得した際に収入した国 
    や県からの負担金や補助金などです。有形固定資産が減価償却しています 
    ので、それに充当した国庫支出金、県支出金についても同様の耐用年数で 
    減価償却しています。 
      一般財源等は、資産形成において、どの程度の税等が投入されたかを表 
    しています。 
 

４．財務分析 

（1）社会資本形成の世代間負担 
                                                        （単位  千円） 

年  度 平成 17 年度（A） 平成 18 年度（B） 差引（B）-（A） 
有形固定資産 430,209,104 426,285,323 ▲3,923,781 
市債 103,789,395 105,538,603 1,749,208 
翌年度償還予定額 9,996,744 10,088,492 91,748 
国庫支出金 65,586,521 65,360,489 ▲226,032 
県支出金 16,489,514 15,819,783 ▲669,731 

資
産
の
源
泉 差引一般財源等 247,880,815 245,100,931 ▲2,779,884 

 
有形固定資産が 39 億 2,378 万 1 千円減少していますが、これは、前年度

に比べ総務費・衛生費・農林水産業費をはじめ、ほとんどの行政分野で減
少したことが主な理由です。 
これら資産形成の源泉を 17 年度・18 年度で比較すると、市債及び翌年

度償還予定額を合計した固定・流動負債で 18 億 4,095 万 6 千円の増加、国
庫支出金は 2 億 2,603 万 2 千円の減少、県支出金は 6 億 6,973 万 1 千円の
減少であり、残りの 27 億 7,988 万 4 千円の減少は有形固定資産の源泉とし
ての一般財源等によるものです。 
負債が増加した理由は、平成 18 年度で元金償還が 99 億 9,674 万 4 千円

ありましたが、発行額が 118億 3,770万円であったため、差引で18億 4,095
万 6 千円の増加となったものです。 
これは、将来世代への負担が平成 17 年度と比較して増加したことを意味

しておりますが、発行額のうち、臨時財政対策債の 32 億 3,630 万円は投資
的経費以外の経費にも充てられるもので、その元利償還金の 100％が後年
度の基準財政需要額に算入されるものです。 
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（2）資産の部 
ア 有形固定資産の行政目的別増減 

                                                         (単位  千円) 
行政分野 17 年度（A） 18 年度（B） （B）- (A) 

総務費（市庁舎、ギャラリー等） 49,274,679 48,238,108 ▲1,036,571 
民生費（保育所、福祉施設等） 15,529,741 15,204,994 ▲324,747 
衛生費（埋立処分場、火葬場等） 17,958,382 16,934,926 ▲1,023,456 
労働費（労使会館等） 1,587,018 1,561,076 ▲25,942 
農林水産業費（農業用道水路等） 18,230,878 17,003,932 ▲1,226,946 
商工費（森林プロムナード等） 2,365,938 2,692,829 326,891 
土木費（市営住宅、道路等） 203,157,226 202,605,434 ▲551,792 
消防費（消防センター等） 3,961,073 3,834,250 ▲126,823 
教育費（学校、図書館等） 118,001,532 118,070,261 68,729 
その他 142,637 139,513 ▲3,124 

計 430,209,104 426,285,323 ▲3,923,781 
・ 商工費の 326,891 千円は、総合卸売市場の用地取得（債務負担）等によ
り増加したもの 

・ 教育費の 68,729 千円は、堤ヶ岡小学校分離新設事業・中央小学校校舎建
設事業・新町公民館建設事業等により増加したもの 

 
平成 18 年度は前年度に比較し 39 億 2,378 万 1 千円の減少となってい

ますが、その主な理由として、全体的に投資的経費を抑制したことによ
り、有形固定資産の伸びに対し減価償却費が上回ったためです。 

 
  イ 投資等 

投資及び出資金は 9,820 万 6 千円の減、貸付金は 2 億 3,722 万 5 千円
の減少となっています。 

 
  ウ 流動資産 

流動資産のうち、現金・預金については、財政調整基金及び減債基金
の減少、歳計現金（歳入歳出歳計剰余金）の増加により、合計で 1億 4,361
万 8 千円の減少となりました。 
未収金については、市税分が 1億 5,591 万 7 千円増加しました。 
この結果、流動資産合計で 8,309 万 8 千円の増加となりました。 
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（3）負債の部 
固定負債は、25 億 9,276 万 3 千円の増加、流動負債は 9,174 万 8 千円の

増加、合計では 26 億 8,451 万 1 千円の増加となりました。 
退職給与引当金については、平成19年 3月 31日現在在籍する市職員が、    

その時点において全員自己都合で退職した場合に必要な退職手当で、前年
度より 15 億 7,367 万 5 千円の増加となっています。 

 
（4）正味資産の部 

国庫支出金は、2億 2,603 万 2 千円の減少、県支出金は、6億 6,973 万 1
千円の減少となっています。 
平成 18 年度においては、正味資産で 36 億 7,564 万 7 千円の減少となり

ました。 
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資料 １

有形固定資産明細表(平成19年3月末現在）

（単位  千円）

取得価額Ａ 減価償却累計額Ｂ 残存価額Ａ－Ｂ

1．総務費 70,913,914 22,675,806 48,238,108

（1）庁舎等 44,449,891 10,780,001 33,669,890

（2）その他 26,464,023 11,895,805 14,568,218

２．民生費 25,204,331 9,999,337 15,204,994

（1）保育所 5,844,040 2,397,058 3,446,982

（2）その他 19,360,291 7,602,279 11,758,012

３．衛生費 37,631,451 20,696,525 16,934,926

４．労働費 2,642,407 1,081,331 1,561,076

５．農林水産業費 54,638,200 37,634,268 17,003,932

（1）林道 6,690,964 4,919,257 1,771,707

（2）農業農村整備 40,543,909 28,233,107 12,310,802

（3）その他 7,403,327 4,481,904 2,921,423

６．商工費 3,956,576 1,263,747 2,692,829

７．土木費 374,027,194 171,421,760 202,605,434

（1）道路 130,375,463 93,228,422 37,147,041

（2）橋りょう 8,570,795 2,323,547 6,247,248

（3）河川 20,203,662 6,174,670 14,028,992

（4）都市計画 172,027,208 52,121,075 119,906,133

   ①街路 43,463,175 16,111,993 27,351,182

   ②都市下水路 1,900,589 1,400,403 500,186

   ③区画整理 95,103,770 26,466,980 68,636,790

   ④公園 31,536,064 8,137,923 23,398,141

   ⑤その他 23,610 3,776 19,834

（5）住宅 41,972,355 17,458,286 24,514,069

（6）その他 877,711 115,760 761,951

８．消防費 7,890,274 4,056,024 3,834,250

（1）庁舎 1,252,794 202,815 1,049,979

（2）その他 6,637,480 3,853,209 2,784,271

９．教育費 168,644,317 50,574,056 118,070,261

10．その他 312,140 172,627 139,513

            計 745,860,804 319,575,481 426,285,323

減価償却累計額 319,575,481
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資料 ２

主な施設
(単位   千円）

施 設 名 整 備 年 度 工 事 費
残 存 価 額
（ 18 年 度 末 ）

総合福祉センター H16～H18 2,666,979 2,447,455

箕郷中学校校舎 H16～H17 1,458,450 1,394,477

群馬中央中学校校舎 H16～H17 1,416,975 1,347,644

倉渕中学校校舎 H16～H17 801,160 763,535
経済大学教室棟 H15～H16 905,570 845,593
並榎中学校校舎 H14～H15 1,352,114 1,232,861
金井淵市営住宅 H8～H15 3,897,347 3,094,658

長坂大橋等 H12～H13 1,005,283 896,400

エコパーク榛名 H11～H13 4,075,050 2,875,727

塚沢中学校校舎 H10～H11 1,358,414 1,130,132

ハーモニー高崎ケアセンター H8～H10 1,019,422 617,109
佐野長寿センター・デイサービスセンター H7～H10 1,032,906 610,890

経済大学事務棟・教室棟 H7～H10 2,568,391 2,073,131

リサイクルセンター H8～H9 1,060,500 626,911

中豊岡市営住宅 H6～H9 1,276,517 920,445

上小塙市営住宅 Ｈ6～H9 981,725 711,225

市庁舎 Ｈ6～H9 27,912,622 22,044,894

総合水泳場（含温水プール） H4～H7 3,124,307 2,300,351

根小屋市営住宅 H5～H6 908,865 590,840

染料植物園（含染色工芸館） H2～H6 1,455,709 944,982

高松第一地下駐車場 H5 1,458,463 948,001

中尾市営住宅 H4～H5 659,354 424,278

鶴辺市営住宅 H3～H5 903,475 570,764

市民ホール・ギャラリー棟 H3～H5 4,084,866 2,926,041

城南クリーンセンター H2～H5 3,841,900 1,436,174

養護学校（増築） H4 519,337 363,536

貝沢市営住宅 H3～H4 600,906 373,656

浜尻市営住宅 H3～H4 953,061 584,904

南新波市営住宅 H3～H4 510,773 312,871

経済大学図書館 H元～H3 1,597,466 1,057,045

東貝沢北ほか市営住宅 H2 1,670,090 960,302

群馬シンフォニーホール H元～H2 543,304 355,346

寺尾ほか市営住宅 H元 1,621,711 891,941

高松地下駐車場 S63～H元 1,168,221 623,191

城東小学校校舎 S63 657,294 407,522

粗大ごみ処理施設 S62～S63 1,069,000 241,267

高浜クリーンセンター S60～S63 6,397,600 1,111,824

上豊岡ほか市営住宅 S62 1,097,684 548,842

原郷ほか市営住宅 S61 591,151 280,797

高松中学校校舎 S60～S61 962,344 551,769

小八木ほか市営住宅 S59 1,008,003 428,401

文化会館・少年科学館 S56～S59 2,762,299 1,374,250

佐野ほか市営住宅 S58 936,237 374,495

図書館・中央公民館 S58 675,868 351,451

矢中小学校校舎 S58 753,697 391,922

八幡中学校校舎 S58 637,560 331,531

上大類ほか市営住宅 S57 639,417 239,781

浜川運動公園陸上競技場 S57 533,635 200,113

高砂ほか市営住宅 S56 1,292,456 452,360
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資料 ３

普通建設事業費に係る補助金・負担金等の状況

　　　　 （単位  千円）

昭和44年度

以降累計額 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

総務費 1,464,467 55,416 52,943 76,630 86,899 16,894

民生費 4,795,170 286,270 120,764 111,199 51,606 269,495

衛生費 2,743,578 211,283 208,920 187,134 110,683 94,502

労働費 2,000 0 0 0 0 0

農林水産業費 28,360,453 752,669 840,672 524,640 397,155 254,386

商工費 1,543,000 29,250 43,730 39,692 31,487 49,074

土木費 50,906,010 1,022,626 1,129,706 670,939 1,126,294 951,851

消防費 249,449 0 0 0 0 0

教育費 5,098,412 32,649 192,002 20,000 83,376 88,835

その他 0 0 0 0 0 0

   合      計 95,162,539 2,390,163 2,588,737 1,630,234 1,887,500 1,725,037

（注）国直轄事業負担金、県営事業負担金、同級他団体等に対する普通建設事業費に係る

      補助金等を取りまとめたものである。

うち直近５か年の実績
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高崎市の行政コスト計算書 

１．目的 

 バランスシートは、地方公共団体の資産、負債等の状況を明らかにするもの
ですが、地方公共団体の行政活動は、資産形成につながらない人的サービスや
給付サービスなどが大きな比重を占め、その活動にはコスト（資源の消費）が
伴っています。 
行政コスト計算書は、コストという側面から地方公共団体の年間の活動を把

握しようとするものですが、このコストに現金支出だけでなく、減価償却費や
退職給与引当金など現金支出を伴わないものを含めることで、行政活動の実態
像を把握することができます。 
行政コスト計算書は、行政分野別のコストの配分や状況、またそれぞれのコ

ストに充てられた使用料等の財源の把握ができます。企業は営利を目的に活動
し、損益計算書で売上に対応する売上原価を費用として算出し、それを損益計
算の基礎としますが、営利を目的としない地方公共団体では、あるサービスに
どれだけのコストがかかったかなど、行政コストの内容分析を行います。 
 

２．作成基準 

平成 13 年 3 月に発表された総務省の「地方公共団体の総合的な財政分析に
関する調査研究会報告書」に基づき作成しましたが、必要に応じ実態にあわ
せた修正をしています。 
（1）普通会計を対象とし、決算統計データを基礎数値として使用しています。 
（2）出納整理期間の出入金は、基準日までに出納されたとして扱っています。 
（3）コストの範囲は、資産形成につながる支出（バランスシートで経理）を除
いた現金支出に、減価償却費や退職給与引当金などの非現金支出を加えてい
ます。 
 

３．行政コスト計算書の内容 

（1）行政コストの部 
 
 ア 人にかかるコスト 

人件費は、行政サービスの担い手である職員に要する経費で、普通会計
の人件費から退職手当を控除した金額です。 

- 18 -



 

退職給与引当金繰入等は、当該年度に引当金としてバランスシートに繰
り入れた金額を、コストとして計上しています。 
 

 イ 物にかかるコスト 
物件費は、賃金、旅費、需用費、役務費、委託料、備品購入費等で、短

期間で消費する経費です。 
維持補修費は、公共施設等を維持するため補修等に要した経費です。 
減価償却費は、バランスシートで経理している有形固定資産の減価償却
額を計上しています。従来の「現金主義」による経理方法は、現金を支出
した年度に支出額を計上しましたが、行政コスト計算書では「発生主義」
により経理するため、資産を利用する複数年の期間に支出額を割り振って
経理しています。このため減価償却費という現金支出を伴わないコストが
発生しています。 
 

ウ 移転支出的なコスト 
扶助費は、生活保護費、児童手当、福祉医療費等、扶助の対象となる者

に現金や物品を支給する経費です。 
補助費等は、一部事務組合等への負担金、各種団体への補助金、報償費

等の経費です。 
繰出金は、バランスシートで経理している特定目的基金繰出金を除いた、

国民健康保険事業、介護保険、老人保健等の特別会計繰出金です。 
普通建設事業費は、バランスシートで経理している有形固定資産を除い

た、他団体等へ支出した建設事業関係の補助金や負担金です。 
 

エ その他のコスト 
災害復旧事業費は、台風等により被害を受けた公共施設等の原形復旧に
要する経費です。 
公債費は、バランスシートで経理している市債の元金償還金を除いた、
利子償還金です。 
債務負担行為繰入は、債務負担行為で債務保証または損失補償に係るも
ののうち、当該年度に債務が確定したものをコストとして計上します。 
不納欠損額は、バランスシートの未収金で不納欠損処理をした額を計上
しています。 
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（2）収入項目の部 
 
 ア 使用料・手数料等 

使用料及び手数料、分担金及び負担金、寄附金、繰入金（基金繰入金を
除く）、財産収入、諸収入（貸付金元金収入を除く）の現年調定額の合計
額を計上しています。基金繰入金と貸付金元金収入を除いているのは、バ
ランスシートで経理しているためです。また滞納繰越分についても、バラ
ンスシートで経理しています。 
 

 イ 国庫（県）支出金 
国庫支出金と県支出金から、バランスシートで経理している資産形成に

資するものを除いた現年調定額です。 
 

 ウ 一般財源 
市税、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交

付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、
地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金、国有提供施設等
所在市町村助成交付金の現年調定額を計上しています。 
 

 エ 正味資産国庫（県）支出金償却額 
バランスシートでは、有形固定資産の減価償却に伴い、その財源となっ
た国庫（県）支出金も減価償却しています。行政コスト計算書では、資産
の減価償却額をコストとして計上しており、国庫（県）支出金の減価償却
額も同様に収入として計上しています。 
 

 オ 期首一般財源等 
前年度バランスシートの正味資産の部に計上された一般財源等の額で

す。 
 

 カ 期末一般財源等 
期首一般財源等の額に、差引一般財源等増減額を加えた額で、本年度バ

ランスシートの一般財源等の額に一致します。 
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４．財務分析 

 平成 18年度の行政コストの総額は972億 9,103万 2千円、収入は913億 7,024
万 9 千円で、これに正味資産国庫（県）支出金償却額 31 億 4,089 万 9 千円を収
入に加えると、27 億 7,988 万 4 千円の不足となっています。 
 
（1）目的別分析 
 
目的別で最も金額が大きいのは民生費で 292 億 639 万 9 千円（30.0％）、次い
で土木費 180 億 9,696 万円（18.6％）、教育費 165 億 1,600 万 2 千円（17.0％）
です。 
それぞれの内訳を見ますと、民生費では扶助費（生活保護や施設入所等）が
56.0％、繰出金（国保・介護・老人の特別会計）が 19.4％を占めています。 
土木費では減価償却費（過去に整備した施設）が 46.7％、補助費等（公共下
水道事業負担金等）が 23.8％、教育費では人件費と退職給与引当金繰入等が
47.7％、物件費（校舎の保守委託料等）が 24.6％とそれぞれ大きく占めていま
す。 
 
（2）性質別分析 
 
人にかかるコストは、教育費が 32.8％と最も大きく占め、次いで総務費で
23.5％となっています。 
物にかかるコストについて、物件費（委託料や需用費等）は、総務費で 31.3％、
教育費で 28.3％、衛生費で 23.8％を占めています。維持補修費は、道路の補修
等で土木費が 60.5％、ごみ処理施設の補修等により衛生費が 32.2％でほとんど
を占めています。減価償却費は、土木費（道路や市営住宅等）で 50.7％、教育
費（校舎等）で 17.1％、農林水産業費（農業用道水路等）で 10.0％を占めてい
ます。 
移転支出的なコストのうち扶助費は、民生費が 97.5％とほとんどを占めてい
ます。補助費等は、土木費（公共下水道事業負担金等）が 31.9％、消防費（広
域圏組合負担金等）が 25.4％、総務費（派遣職員等人件費補助金等）が 13.2％
を占めています。繰出金は、民生費（特別会計繰出金）が 90.9％とほとんどを
占めています。普通建設事業費は他団体への補助金等で、土木費（県道工事負
担金等）が 55.2％、民生費（保育所施設整備補助金等）が 15.6％、農林水産業
費（施設整備補助金等）が 14.7％を占めています。 
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（3）収入項目対行政コスト比率 
 
目的別の項目ごとに、行政コストに対する、使用料・手数料等や国庫（県）
補助金の比率を見ることで、その分野のコストが、受益者や国・県によりどれ
ほど賄われているか、一般財源がどれだけ投入されているかを見ることができ
ます。 
全体では行政コストに対し、使用料・手数料等が 9.4％、国庫（県）支出金が
12.2％、残り 72.3％が一般財源で賄われています。 
最もコストが大きい民生費は、国庫（県）支出金が 33.9％と他の分野に比べ
大きく、使用料・手数料等は 6.1％となっています。逆に教育費では、国庫（県）
支出金が 0.8％と小さく、使用料・手数料等は 18.1％となっています。 
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キャッシュ・フロー計算書 （自平成１８年４月１日　至平成１９年３月３１日）

（単位：千円）

金　　額

１．行政活動によるキャッシュ・フロー 21,280,407

（１）市税収入 50,415,458

（２）地方譲与税収入 3,730,845

（３）地方消費税交付金収入 3,381,534

（４）その他交付金収入 2,816,019

（５）地方交付税収入 9,564,413

（６）分担金及び負担金収入 1,224,503

（７）使用料及び手数料収入 5,244,981

（８）国庫支出金及び県支出金収入 12,198,152

（９）寄附金収入 8,928

（１０）諸収入 1,953,012

収　　入　　計 90,537,845

（１１）人件費支出 22,075,778

（１２）物件費支出 14,367,063

（１３）維持補修費支出 1,310,533

（１４）扶助費支出 16,764,929

（１５）補助費等支出 13,514,362

（１６）普通建設事業費支出（他団体補助金等） 1,224,773

（１７）災害復旧事業費支出

支　　出　　計 69,257,438

２．投資活動によるキャッシュ・フロー △ 18,527,169

（１）国庫支出金及び県支出金収入 2,245,116

（２）財産（運用・売払）収入 391,568

（３）繰入金収入 5,012,042

（４）貸付金（元金・利子）収入 13,050,946

収　　入　　計 20,699,672

（５）普通建設事業費支出 13,817,835

（６）繰出金支出 6,242,875

（７）積立金支出 6,201,064

（８）投資及び出資金支出 64,073

（９）貸付金支出 12,900,994

支　　出　　計 39,226,841

３．財務活動によるキャッシュ・フロー △ 573,935

（１）市債発行収入 11,837,700

収　　入　　計 11,837,700

（２）市債の償還支出 9,996,744

（３）支払利子 2,414,891

支　　出　　計 12,411,635

４．歳計現金の増加額　（ １ ＋ ２ ＋ ３　） 2,179,303

５．歳計現金の期首残高 2,258,702

６．歳計現金の期末残高　（ ４ ＋ ５ ） 4,438,005

活　　動　　区　　分
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高崎市のキャッシュ・フロー計算書 

１．概要 

  一会計年度における資金の流れ（キャッシュ・フローの状況）を一表にし 
て表示したものをキャッシュ・フロー計算書といいます。 

  キャッシュ・フロー計算書の内容は、地方公共団体が作成している「歳入 
歳出決算書」と同様ですが、キャッシュ・フローを「行政活動」、「投資活動」、 
「財務活動」といった３つの活動区分別に表示することにより、それぞれの 
活動における資金調達の源泉と資金の使途を明らかにすることができます。 

 

２．活動区分の説明 

(1) 行政活動によるキャッシュ・フロー 
  地方公共団体の福祉、教育など経常的な行政サービスから発生するキャッ 
シュ・フローを計上しています。収入では、市税収入、施設等の使用料や各 
種手数料等の収入、交付金等の収入などを計上し、支出では人件費、物件費、 
扶助費に伴う支出、建物等の維持管理による支出などを計上しています。 

 
(2) 投資活動によるキャッシュ・フロー 
  道路や学校などの有形固定資産の取得や有形固定資産の取得財源としての 
国庫支出金等の収入、貸付による収支といった投資的なキャッシュ・フロー 
を計上しています。このほか、基金への積立て及び取崩し、他会計等への繰 
出金についても、投資活動の一環としてとらえ、計上しています。 

 
(3) 財務活動によるキャッシュ・フロー 
  市債の発行・償還による収入・支出といった財務活動に伴うキャッシュ・ 
フローを計上しています。 

 

３．作成基準 

  キャッシュ・フロー計算書は、普通会計の平成 18 年 4 月 1 日から平成 19
年 3月 31日までを対象とし、出納整理期間の出入金も含めて作成しています。 
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４．キャッシュ・フロー分析 

(1) 「行政活動によるキャッシュ・フロー」は、212 億 8,040 万 7 千円の黒字
となりました。企業会計の場合、この行政活動に相当する営業活動の黒字額
を最大化することが企業の目的とされ、黒字額が企業経営の判断指標となっ
ています。行政においてもこの黒字額は財政構造の弾力性を示すものといえ
ます。 
 

(2) 「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、185 億 2,716 万 9 千円の不足
となりましたが、「行政活動によるキャッシュ・フロー」の収支差額を充て
て対応しました。社会資本形成を表す投資活動による支出を、地方債といっ
た将来負担によって賄わないためには、この「投資活動によるキャッシュ・
フロー」の不足額を「行政活動によるキャッシュ・フロー」の黒字額の範囲
内に抑えることが必要になります。 
 

(3) 「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、市債発行による収入 118 億 3,770
万円に対して、市債の元利償還金による支出が124億1,163万5千円となり、
差し引き 5億 7,393 万 5 千円の不足となりました。 

 
最終的に本年度の行政活動による黒字額 212 億 8,040 万 7 千円については、

投資活動の不足額185億 2,716万 9千円および財務活動による不足額5億 7,393
万 5 千円に充てられましたが、差し引き 21 億 7,930 万 3 千円が黒字となったた
め、前年度末の歳計現金（前年度からの繰越金）とともに、翌年度に繰り越し
たことになります。 
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